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13-4-1　一級水系における農業用水等を利用する従属発電の登録（許可）件数
■河川法改正（平成25年 12月）により、従属発電について登録制を導入。
■�登録制の導入以降、件数は着実に増加している。

13-4-2　都道府県別小水力発電所件数（1級河川）
※最大出力1000kW未満、200kW以上を対象とする。

令和6年 3月 31日時点

都道府県名 件数
北海道 15
青森県 2
岩手県 4
宮城県 3
秋田県 7
山形県 13
福島県 19
茨城県 4
栃木県 9
群馬県 12
埼玉県 0
千葉県 0
東京都 0
神奈川県 2
新潟県 7
富山県 24
石川県 4
福井県 9
山梨県 16
長野県 43
岐阜県 21
静岡県 16
愛知県 10
三重県 7

都道府県名 件数
滋賀県 5
京都府 8
大阪府 0
兵庫県 3
奈良県 2
和歌山県 1
鳥取県 7
島根県 8
岡山県 16
広島県 6
山口県 1
徳島県 1
香川県 0
愛媛県 2
高知県 2
福岡県 3
佐賀県 0
長崎県 0
熊本県 6
大分県 7
宮崎県 8
鹿児島県 5
沖縄県 0
計 338

13-4　小水力発電

※登録（許可）件数には、最大出力1,000kw以上の従属発電を含む
※ダム等から一定の場合に放流される流水を利用して発電する従属発電件数を除く
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14-1-1　全国の地盤沈下地域及び沈下量

XIV　地下水
14-1　地下水

直近5年間の累積沈下量（cm）

※�直近5年間の累積沈下量は、直近の測量が令和元年度から令和5年度の間に実施されている地域の、
当該直近測量年度から遡る過去5年間の最大累積沈下量としている。

〔資料〕環境省「令和5年度全国の地盤沈下地域の概況」より

14-1-2　地下水の塩水化状況

〔資料〕環境省「令和5年度全国の地盤沈下地域の概況」より国土交通省水資源部作成
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直近５年間(令和元年度～令和５年度)に地盤沈下測定のための測量が１回以上実施された地域（39地域）

上記以外で、これまでに地盤沈下が観測された地域（25地域）

4.36

凡 例

一部対策が施されているものを含め、

現在なお被害が認められる地域

極めて局部的に被害が認められる地域

金沢平野

豊橋平野

濃尾平野（三重県）

播磨（姫路）平野

徳島平野

海岸域の井戸では
従来の深度では塩水が混

入

塩水の水位が上昇

温暖化による海面上昇

塩

水
図 地下水の塩水化イメージ
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14-1-3　地下水の利用
地域別の都市用水の水源別取水量（2022年）� （単位：億m3／年）

河川水 地下水 合計

北海道 10.8 91.0% 1.1 9.0% 11.9

東北 20.2 81.1% 4.7 18.9% 24.9

関東 53.8 81.2% 12.4 18.8% 66.2

　関東内陸 9.8 58.9% 6.8 41.1% 16.6

　関東臨海 44.0 88.7% 5.6 11.3% 49.6

東海 24.8 63.3% 14.4 36.7% 39.2

北陸 4.0 51.0% 3.9 49.0% 7.9

近畿 28.6 82.9% 5.9 17.1% 34.5

　近畿内陸 6.7 73.2% 2.5 26.8% 9.2

　近畿臨海 21.9 86.4% 3.4 13.6% 25.4

中国 17.2 86.1% 2.8 13.9% 20.0

　山陰 1.8 59.9% 1.2 40.1% 2.9

　山陽 15.4 90.7% 1.6 9.3% 17.0

四国 7.9 69.8% 3.4 30.2% 11.3

九州 17.4 79.7% 4.4 20.3% 21.8

　北九州 11.4 83.9% 2.2 16.1% 13.6

　南九州 5.9 56.3% 4.6 43.7% 10.5

沖縄 2.1 93.1% 0.2 6.9% 2.2

全国 186.8 77.1% 55.5 22.9% 242.2

（注）1．国土交通省水資源部調べによる推計値
2．百分率表示は地域ごとの合計に対する割合

地下水使用の用途別割合

（注）1．生活用水及び工業用水（2019年の使用量）は国土交通省水資源部調べによる推計
2．農業用水は、農林水産省「第5回農業用地下水利用実態調査（2008年度調査）」による。
3．養魚用水及び消流雪用水（2020年度の使用量）は国土交通省水資源部調べによる推計
4．�建築物用等は環境省調査によるもので、条例等による届出等により2020年度の地下水使用量
の報告があった地方公共団体（18都道府県）の利用量を合計したものである。
（一部2019年データを含む）

工業用水

27.8億m3/年

27.0%

生活用水

29.0億m3/年

28.2%

農業用水

28.7億m3/年

27.9%

養魚用水

11.6億m3/年

11.2%

建築物用等

1.6億m3/年 1.6%

102.9億m3/年

100.0%

消流雪用水

4.2億m3/年 4.1%
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地域別用途別地下水依存率

（注）1．国土交通省水資源部調べ
2．都市用水の全体使用量は2019年度の使用量より算出
3．�農業用水の全体使用量は国土交通省水資源部による推計値で2019度の値である。地下水使用
量は農林水産省「第5回農業用地下水利用実態調査（2008年調査）」より算出

4．�地域区分については、用語の解説を参照

全国の地下水使用量の推移

（注）1. �都市用水（生活用水及び工業用水）は、公益社団法人日本水道協会「水道統計」、経済産業省「工
業統計表」及び5年ごとに実施される総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」をもとに
国土交通省水資源部により推計（「工業統計表」及び「経済センサス-活動調査」では、日量で
公表されているため、日量に365を乗じたものを年量とした。）
※�2020年より、母集団名簿を「工業調査準備調査名簿（経済産業省）」から「事業所母集団デー
タベース（総務省）」に変更したことや調査への回答状況等により集計結果に変動が生じて
いる場合がある。

2. �農業用水は、農林水産省「農業用地下水利用実態調査（1974年4月～1975年3月調査、1984年9
月～1985年8月調査、1995年10月～1996年9月調査及び2008年度調査）」による。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

地
下
水
使
用
量

(年)

生活用水

工業用水

都市用水

農業用水

)年/3m億(

7.7%

18.0%

40.0%

11.6%
18.7%

37.3%

47.8%

28.1%

13.9%17.6%

37.5%

8.7% 13.2%

28.8%
15.9%

41.7%
27.4%

12.8%
22.6%

-40.0%

10.0%

60.0%

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

関
東
計

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

近
畿
計

中
国
山
陰

中
国
山
陽

中
国
計

四
国

北
九
州

南
九
州

九
州
計

沖
縄

全
国
計

都市用水(Ａ)＝(Ｂ)＋(Ｃ)

5.8%
16.2%

37.6%

8.7%
14.2%

31.8% 35.1%

18.8%
11.9% 13.7%

55.7%

11.0%
19.0%

40.1%

14.8%

56.6%

31.1%

8.1%
19.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

関
東
計

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

近
畿
計

中
国
山
陰

中
国
山
陽

中
国
計

四
国

北
九
州

南
九
州

九
州
計

沖
縄

全
国
計

生活用水(Ｂ)

9.0%

20.1%

43.1%

23.4%
31.9%

43.2%

57.2%
48.8%

18.7%
26.8%

21.6%

7.2% 9.2%

20.5% 17.9%
26.8%

22.5%
37.2%

27.0%

-40.0%

10.0%

60.0%

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

関
東
計

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

近
畿
計

中
国
山
陰

中
国
山
陽

中
国
計

四
国

北
九
州

南
九
州

九
州
計

沖
縄

全
国
計

工業用水(Ｃ)

0.6% 1.5%

17.4%
8.4%

14.6%
5.1%

0.9%
8.3% 5.4% 6.8%

0.8% 0.7% 0.8%
10.9% 5.0%

13.1%
8.8% 5.9% 5.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

関
東
計

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

近
畿
計

中
国
山
陰

中
国
山
陽

中
国
計

四
国

北
九
州

南
九
州

九
州
計

沖
縄

全
国
計

農業用水(Ｄ)

2.4% 3.9%

22.6%
10.6% 16.5% 19.8%

11.6% 14.9% 10.1% 11.9% 8.6% 3.7% 4.9%
17.4%

7.9%
20.1%

13.6% 9.1% 10.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

関
東
計

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

近
畿
計

中
国
山
陰

中
国
山
陽

中
国
計

四
国

北
九
州

南
九
州

九
州
計

沖
縄

全
国
計

(Ａ)＋(Ｄ)



747 748

XV　水　質

15-1-1　一級河川の環境基準満足状況
15-1　水質

（1）一級河川の環境基準満足状況
　国土交通省は、昭和33年から全国一級河川の水質調査を実施しており、令和6年
は一級河川直轄区間の河川延長約10,671km（令和6年4月現在）に対して1,102地点
で実施している。平均的すると河川延長10kmに1地点の割合で実施したことになる。
①人の健康の保護に関する環境基準
　�　人の健康の保護に関する環境基準は、環境基本法に基づき公共用水域に一
律に適用されるものとして、27項目が定められている。
　�　令和6年は、全国860地点で総検体数29,938体について調査を実施し、環境
基準値を超過した地点は3地点であった。自然に由来するものと考えられる。
②生活環境の保全に関する環境基準
　�　令和6年の類型指定区間内の調査地点は全国で992地点（河川889地点、湖沼
101地点、海域2地点）であった。BOD（湖沼・海域はCOD）の環境基準を
満足した地点数の割合は約91%であった（図）。

図　一級河川（湖沼及び海域を含む。）において環境基準を満足した地点の割合z

15-1-2　一級河川の主要地点水質 （令和 5 年）

地
方 水系名 河川名 地点名 類型

BOD（mg/L）
平均値 75%値

北
海
道

天塩川 天塩川 中川 B 0.6 0.7 
留萌川 留萌川 留萌橋 B 0.7 0.7 
石狩川 石狩川 石狩大橋 B 1.0 1.5 
石狩川 石狩川 納内橋 B 1.4 1.5 
尻別川 尻別川 名駒 A 0.5 0.5 
後志利別川 後志利別川 今金橋 A 0.5 <0.5
鵡川 鵡川 鵡川橋 A 0.6 0.7 
沙流川 沙流川 沙流川橋 B 0.6 0.8 
十勝川 十勝川 茂岩橋 B 1.1 1.2 
釧路川 釧路川 瀬文平橋 AA 0.5 <0.5
網走川 網走川 治水橋 B 1.0 1.3 
常呂川 常呂川 忠志橋 B 2.0 2.2 
湧別川 湧別川 中湧別橋 A 0.6 0.6 
渚滑川 渚滑川 ウツツ橋 A 0.5 <0.5

東
北

阿武隈川 阿武隈川 岩沼 A 1.1 1.2 
阿武隈川 阿武隈川 黒岩 B 1.3 1.4 
名取川 広瀬川 三橋 B 0.8 0.8 
鳴瀬川 鳴瀬川 小野 B 1.2 1.5 
北上川 猿ヶ石川 谷内 A 0.6 0.7 
北上川 雫石川 御所ダム下流 A 0.7 0.7 
北上川 雫石川 春木場 A 0.5 0.5 
北上川 葛根田川 葛根田 A 0.5 0.5 
北上川 南川 南川 A 0.6 0.6 
北上川 北上川 狐禅寺 A 0.9 1.0 
北上川 北上川 紫波橋 A 0.7 0.7 
北上川 和賀川 切留 AA 0.6 0.7 
馬淵川 馬淵川 尻内橋 B 0.7 1.0 
岩木川 岩木川 乾橋 A 1.9 2.2 
米代川 米代川 二ッ井 B 0.6 0.7 
雄物川 雄物川 椿川 A 0.6 0.6 
子吉川 子吉川 本荘大橋 B 0.7 0.6 
最上川 最上川 高屋 A 0.7 0.8 
赤川 赤川 新川橋（浜中） A 0.7 0.9 

関
東
久慈川 久慈川 榊橋 A 0.9 1.2 
那珂川 那珂川 下国井 A 0.8 0.9 
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地
方 水系名 河川名 地点名 類型

BOD（mg/L）
平均値 75%値

関
東

利根川 綾瀬川 手代橋 C 2.9 3.8 
利根川 鬼怒川 新川島橋 A 0.8 0.9 
利根川 江戸川 新葛飾橋 A 1.1 1.3 
利根川 中川 飯塚橋 C 2.8 3.0 
利根川 渡良瀬川 渡良瀬大橋 B 1.7 1.6 
利根川 利根川 栗橋 A 1.1 1.1 
荒川 荒川 治水橋 A 1.1 1.4 
多摩川 多摩川 田園調布堰 B 1.4 1.5 
鶴見川 鶴見川 大綱橋 C 2.9 3.6 
相模川 相模川 馬入橋 B 0.9 1.0 
富士川 富士川 富士川橋 A 0.6 0.7 

北
陸

荒川 荒川 荒川取水堰 AA 0.7 0.8 
阿賀野川 阿賀野川 横雲橋 A 0.8 1.0 
信濃川 信濃川 平成大橋 A 1.1 1.3 
信濃川 千曲川 立ヶ花橋 A 1.2 1.5 
関川 関川 直江津橋 B 0.9 1.0 
姫川 姫川 山本 AA 0.7 0.9 
黒部川 黒部川 下黒部橋 AA 0.6 0.5 
常願寺川 常願寺川 常願寺橋 AA 0.6 0.6 
神通川 神通川 神通大橋 A 0.7 0.7 
庄川 庄川 大門大橋 A 0.6 0.5 
小矢部川 小矢部川 城光寺橋 B 0.7 0.9 
手取川 手取川 白山合口堰堤 A 0.7 0.6 
梯川 梯川 石田橋 B 0.7 0.7 

中
部

狩野川 狩野川 黒瀬橋 AA 0.5 0.5 
安倍川 安倍川 安倍川橋 AA <0.5 <0.5
大井川 大井川 神座 AA <0.5 <0.5
菊川 菊川 国安橋 A 1.0 1.1 
天竜川 天竜川 鹿島橋 AA 0.6 0.7 
豊川 豊川 江島橋 A 0.5 0.5
矢作川 矢作川 米津大橋 A 0.8 1.0 
庄内川 庄内川 枇杷島橋 C 2.6 3.2 
木曽川 長良川 藍川橋 A 0.6 0.6 
木曽川 木曽川 濃尾大橋 A 0.8 0.9 
木曽川 揖斐川 岡島橋 AA 0.6 0.6 
鈴鹿川 鈴鹿川 高岡橋 A 0.6 0.5 

地
方 水系名 河川名 地点名 類型

BOD（mg/L）
平均値 75%値

中
部

雲出川 雲出川 雲出橋 A 0.8 0.7 
櫛田川 櫛田川 櫛田橋 A 0.5 <0.5
宮川 宮川 度会橋 AA 0.6 <0.5

近
畿

新宮川 熊野川 熊野大橋 A 0.5 <0.5
紀の川 紀の川 船戸 A 0.9 0.7 
大和川 大和川 浅香新取水口 C 1.2 1.3 
淀川 宇治川 宇治川御幸橋 B 0.9 1.0 
淀川 桂川 宮前橋 A 1.1 1.1 
淀川 猪名川 軍行橋 A 0.8 1.0 
淀川 木津川 木津川御幸橋 A 0.7 0.9 
淀川 淀川 枚方大橋中央 B 0.9 1.0 
加古川 加古川 国包 B 1.1 1.0 
揖保川 揖保川 龍野 A 0.6 0.6 
九頭竜川 九頭竜川 中角 A 0.5 0.5 
北川 北川 高塚 A 0.5 <0.5
由良川 由良川 波美橋 A 0.5 0.5 
円山川 円山川 立野 B 0.5 0.5 

中
国

千代川 千代川 行徳 A 0.7 0.7 
天神川 天神川 小田 A 0.5 <0.5
日野川 日野川 車尾 A 0.5 0.6 
斐伊川 斐伊川 大津 AA 0.6 0.5 
江の川 江の川 三国橋 A 0.9 1.1 
高津川 高津川 高津大橋 A 0.5 <0.5
佐波川 佐波川 新橋 A 0.6 0.6 
小瀬川 小瀬川 両国橋 A 0.9 0.9 
太田川 太田川 玖村 A 0.9 1.0 
芦田川 芦田川 山手橋 A 2.2 2.4 
高梁川 高梁川 霞橋 B 1.3 1.8 
旭川 旭川 桜橋 B 1.4 1.9 
吉井川 吉井川 熊山橋 B 0.6 0.6 

四
国

重信川 重信川 出合橋 A 0.8 1.0 
肱川 肱川 肱川橋 A 0.6 0.6 
渡川 四万十川 具同 AA 0.5 <0.5
仁淀川 仁淀川 八田堰 AA 0.5 <0.5
物部川 物部川 山田堰 A 0.7 0.8 
那賀川 那賀川 那賀川橋 A 0.5 0.6 
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地
方 水系名 河川名 地点名 類型

BOD（mg/L）
平均値 75%値

四
国
吉野川 吉野川 高瀬橋 A 0.5 0.6 
土器川 土器川 丸亀橋 A 1.3 1.4 

九
州

遠賀川 遠賀川 日の出橋 B 1.7 2.2 
松浦川 松浦川 久里橋 A 1.5 1.9 
本明川 本明川 旭町 B 0.9 1.2 
六角川 六角川 住ノ江橋 E 1.5 1.9 
筑後川 筑後川 瀬ノ下 A 1.4 1.8 
矢部川 矢部川 船小屋 A 0.6 0.8 
菊池川 菊池川 山鹿 A 0.7 0.8 
白川 白川 小島橋 B 1.0 1.1 
緑川 緑川 上杉堰 A 1.3 2.0 
球磨川 球磨川 横石 A 0.5 <0.5
川内川 川内川 中郷 A 0.8 1.1 
肝属川 肝属川 河原田橋 B 2.6 1.7 
大淀川 大淀川 相生橋 A 0.8 0.8 
小丸川 小丸川 高城橋 AA 0.5 <0.5
五ヶ瀬川 五ヶ瀬川 松山橋 A 0.5 0.5 
番匠川 番匠川 番匠橋 A 0.6 0.6 
大野川 大野川 白滝橋 A 0.5 0.5 
大分川 大分川 府内大橋 A 0.6 0.7 
山国川 山国川 下唐原 A 0.9 0.9 
嘉瀬川 嘉瀬川 官人橋 A 0.8 0.9 

注）報告下限値を0.5mg/Lとして集計している。
　　報告下限値を下回る場合は「<0.5」と表示している

類型 基準値（BOD）

AA 1mg/L以下

A 2mg/L以下

B 3mg/L以下

C 5mg/L以下

D 8mg/L以下

E 10mg/L以下

15-1-3　水質事故の発生状況
　令和6年に一級水系で発生した水質事故は592件、うち上水道の取水停止を伴っ
た水質事故は9件発生した。水質事故の原因物質としては、重油、軽油などの油
の流出が約81%を占め、最も多い。
　なお、一級水系においては、河川管理者と関係機関により構成される「水質汚
濁防止連絡協議会」が109水系すべてに設置されており、水質事故発生時には、速
やかに情報の収集、通報・連絡を行うとともに、関係機関との連携のもとにオイ
ルフェンスの設置等により、被害の拡大防止に努めている。

図　水質事故発生件数と上水道の取水停止事故発生件数の推移
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XVI　協力団体

16-1-1　河川協力団体の指定状況

■河川協力団体一覧

令和 7 年 3 月 31 日現在

16-1　協力団体

指定団体
国土交通大臣指定 290団体
都道府県知事指定 8団体

計 298団体

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

北海道

直轄 石狩川 空知川 赤平ラブ・リバー推進協会 平成26年3月31日
直轄 石狩川 幾春別川 幾春別川をよくする市民の会 平成26年3月31日
直轄 石狩川 石狩川 石狩川下覧櫂 平成26年3月31日

直轄 石狩川 夕張川 栗山町ハサンベツ里山計画実
行委員会 平成26年3月31日

直轄 石狩川 石狩川
特定非営利活動法人　
まち・川づくりサポートセン
ター

平成26年3月31日

直轄 石狩川 旧美唄川 特定非営利活動法人　
山のない北村の輝き 平成26年3月31日

直轄 後志利別川 後志利別川 特定非営利活動法人　
後志利別川清流保護の会 平成26年3月31日

直轄 石狩川 美瑛川 株式会社　
協和コンサルタント 平成26年3月31日

直轄 石狩川 美瑛川・辺別川 特定非営利活動法人　
グラウンドワーク西神楽 平成26年3月31日

直轄 沙流川 沙流川 特定非営利活動法人　
沙流川愛クラブ 平成26年3月31日

直轄 釧路川 釧路川・新釧路川 釧路・リバー・プロテクショ
ン・21の会 平成26年3月31日

直轄 十勝川 十勝川・札内川 特定非営利活動法人　
十勝多自然ネット 平成26年3月31日

直轄 天塩川 天塩川 特定非営利活動法人　
天塩川を清流にする会 平成26年3月31日

直轄 留萌川 留萌川 ルルモッペ河川愛護の会 平成26年3月31日

直轄 石狩川
夕張川・嶮淵川・旧
夕張川・千歳川・石
狩川

河川愛護団体　
リバーネット21ながぬま 平成27年3月5日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

北海道

直轄 石狩川 夕張川右岸・夕張川 特定非営利活動法人　
ふらっと南幌 平成27年3月5日

直轄 鵡川 鵡川 ネイチャー研究会inむかわ 平成28年3月11日
直轄 十勝川 十勝川 十勝川中流部市民協働会議 平成28年3月11日

直轄 十勝川 札内川・帯広川 特定非営利活動法人
帯広NPO28サポートセンター 平成28年3月11日

直轄 石狩川 石狩川
認定特定非営利活動法人
カラカネイトトンボを守る会
あいあい自然ネットワーク

平成29年3月17日

直轄 石狩川 幾春別川 特定非営利活動法人　
三笠森水遊学舎 平成31年3月26日

直轄 釧路川 新釧路川・
釧路川・オソベツ川

特定非営利活動法人　
タンチョウ保護研究グループ 平成31年3月26日

直轄 石狩川 美瑛川・忠別川 株式会社　日興ジオテック 令和2年3月23日

直轄 釧路川 新釧路川・
釧路川・オソベツ川 釧路自然保護協会 令和2年3月23日

直轄 天塩川 天塩川・問寒別川 特定非営利活動法人　
サロベツ・エコ・ネットワーク 令和5年3月8日

直轄 石狩川 石狩川 株式会社　櫻井千田 令和5年3月8日

直轄 天塩川 天塩川 特定非営利活動法人
ダウン・ザ・テッシ 令和6年3月7日

直轄 石狩川 夕張川 株式会社　エコテック 令和7年3月26日

直轄 石狩川 石狩川 公益財団法人　
草野河畔林トラスト財団 令和7年3月26日

直轄 石狩川 夕張川 夕張川自然再生協議会 令和7年3月26日

直轄 尻別川 尻別川 ランコ・ウシ尻別川
河川愛護の会 令和7年3月26日

直轄 十勝川 札内川 カルビー株式会社　
帯広工場 令和7年3月26日

直轄 釧路川 釧路川 釧路川カヌーネットワーク
協会 令和7年3月26日

東北

直轄 馬淵川 馬淵川 特定非営利活動法人
水辺の楽校まべち 平成26年4月24日

直轄 高瀬川 高瀬川 小川原湖自然楽校 平成26年4月24日
直轄 北上川 北上川 北上川フィールドライフクラブ 平成26年4月24日

直轄 北上川 北上川 特定非営利活動法人
やはば協働センター 平成26年4月24日

直轄 名取川 広瀬川 特定非営利活動法人
広瀬川の清流を守る会 平成26年4月24日

直轄 北上川 北上川・旧北上川 特定非営利活動法人
環境生態工学研究所 平成26年4月24日

直轄 北上川 北上川・旧北上川 とよま北上川かっぱの会 平成26年4月24日

直轄 北上川 北上川・旧北上川 特定非営利活動法人
ひたかみ水の里 平成26年4月24日
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地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

東北

直轄 北上川 北上川・旧北上川 水と緑の環境フォーラム
ものう 平成26年4月24日

直轄 雄物川 雄物川・玉川・皆瀬
川

特定非営利活動法人
秋田パドラーズ 平成26年4月24日

直轄 雄物川 雄物川・旧雄物川 特定非営利活動法人
三角沼の会 平成26年4月24日

直轄 子吉川 子吉川 特定非営利活動法人
西滝沢子ども水辺協議会 平成26年4月24日

直轄 米代川 米代川 能代市中川原地区
連合自治会 平成26年4月24日

直轄 米代川 米代川・小猿部川 ラブリバーネット北秋田 平成26年4月24日

直轄 最上川 最上川 美しい山形・最上川
フォーラム 平成26年4月24日

直轄 最上川 最上川 株式会社みなと 平成26年4月24日

直轄 最上川 最上川・須川・
置賜野川

特定非営利活動法人
最上川リバーツーリズムネッ
トワーク

平成26年4月24日

直轄 阿武隈川 阿武隈川・荒川
NPO法人 
御倉町かいわいまちづくり協
議会

平成26年4月24日

直轄 阿武隈川 荒川 ふるさとの川・荒川づくり
協議会 平成26年4月24日

直轄 阿武隈川 大滝根川 応用地質株式会社 平成26年4月24日
直轄 阿武隈川 大滝根川 さくら湖流域協働ネットワーク 平成26年4月24日

直轄 阿武隈川 大滝根川 一般財団法人
水源地環境センター 平成26年4月24日

直轄 岩木川 岩木川・平川 株式会社　大成コンサル 平成27年3月2日
直轄 北上川 北上川 沢目町内会 平成27年3月2日
直轄 北上川 北上川 手代森下通り町内会 平成27年3月2日
直轄 北上川 北上川 長岡堤防を守る会 平成27年3月2日
直轄 北上川 北上川 古館堤防愛護会 平成27年3月2日

直轄 北上川 北上川 特定非営利活動法人
北上川サポート協会 平成27年3月2日

直轄 北上川 北上川 日防会 平成27年3月2日

直轄 北上川 北上川 北上川堤防愛護会
（黄海地区） 平成27年3月2日

直轄 北上川 北上川 北上川弥栄地区堤防愛護会 平成27年3月2日
直轄 北上川 北上川 滝沢堤防環境促進会 平成27年3月2日

直轄 名取川 名取川 特定非営利活動法人　
水・環境ネット東北 平成27年3月2日

直轄 最上川 京田川 山形県ローイング協会 平成27年3月2日
直轄 阿武隈川 阿武隈川・笹原川 日出山アメンボウクラブ 平成27年3月2日

直轄 阿武隈川 摺上川 特定非営利活動法人　
いいざかサポーターズクラブ 平成27年3月2日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

東北

直轄 高瀬川 高瀬川 彦建設株式会社 平成28年3月7日

直轄 北上川 北上川 北上川リバーカルチャー
アソシエーション 平成28年3月7日

直轄 北上川 北上川・旧北上川 特定非営利活動法人
りあすの森 平成28年3月7日

直轄 阿武隈川 白石川 特定非営利活動法人
水守の郷・七ヶ宿 平成28年3月7日

直轄 阿武隈川 白石川 七ヶ宿まちづくり株式会社 平成28年3月7日

直轄 阿武隈川 摺上川 特定非営利活動法人
茂庭っ湖の郷 平成28年3月7日

直轄 岩木川 岩木川 岩木川環境公共ネットワーク
協議会 平成29年3月16日

直轄 北上川 北上川 浮島の白鳥を守る会 平成29年3月16日
直轄 米代川 米代川 根下戸米代川公園管理組合 平成29年3月16日

直轄 阿武隈川 阿武隈川 石井・大平地区
阿武隈川河川愛護会 平成29年3月16日

直轄 北上川 北上川 大曲の水辺に夢をつくろう会 平成30年3月9日

直轄 北上川 江合川 特定非営利活動法人
鬼首山学校協議会 平成30年3月9日

直轄 岩木川 岩木川 特定非営利活動法人
つがる野自然学校 平成31年3月11日

直轄 名取川 名取川・広瀬川 広瀬川1万人プロジェクト
実行委員会 平成31年3月11日

直轄 赤川 梵字川 特定非営利活動法人森と水 令和2年3月13日

直轄 北上川 北上川、雫石川、
中津川、御所湖 一般社団法人SAVEIWATE 令和4年3月3日

直轄 阿武隈川 阿武隈川 一般財団法人
丸森町観光物産振興公社 令和4年3月3日

直轄 阿武隈川 阿武隈川 桑折かわまち協議会 令和4年3月3日

直轄 北上川 北上川・
旧北上川 宮城昆虫地理研究会 令和4年3月29日

直轄 名取川 名取川 株式会社
かわまちてらす閖上 令和5年3月6日

関東

直轄 利根川 渡良瀬川・巴波川・
思川・渡良瀬調節池

一般財団法人
渡良瀬遊水地アクリメーショ
ン振興財団

平成26年3月26日

直轄 利根川

利根川・小貝川（下
館河川事務所管内）・
小貝川（利根川下流
河川事務所管内）

公益財団法人
ハーモニィセンター 平成26年3月26日

直轄 利根川 利根川 特定非営利活動法人
川に学ぶ体験活動協議会 平成26年3月26日



757 758

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

関東

直轄 利根川
利根川・横利根川・
長門川・手賀川・小
貝川・北千葉導水路

水の郷さわら、川の駅ガイド会 平成26年3月26日

直轄 利根川
常陸利根川・鰐川・
北浦・横利根川・
霞ヶ浦（西浦）

一般社団法人
霞ヶ浦市民協会 平成26年3月26日

直轄 利根川
常陸利根川・鰐川・
北浦　全域・横利根
川・霞ヶ浦（西浦）

特定非営利活動法人
水辺基盤協会 平成26年3月26日

直轄 利根川 渡良瀬川・桐生川 川づくりネットワークきりゅう 平成26年3月26日
直轄 荒川 高麗川 高麗川ふるさとの会 平成26年3月26日

直轄 荒川 荒川 特定非営利活動法人
荒川の自然を守る会 平成26年3月26日

直轄 荒川
荒川・綾瀬川・入間
川・越辺川・小畔
川・都幾川・高麗川

特定非営利活動法人
あらかわ学会 平成26年3月26日

直轄 荒川 荒川
特定非営利活動法人
荒川クリーンエイド・フォー
ラム

平成26年3月26日

直轄 利根川 利根川 特定非営利活動法人
川に学ぶ体験活動協議会 平成26年3月26日

直轄 多摩川 多摩川 公益財団法人河川財団 平成26年3月26日

直轄 多摩川 多摩川・浅川・大栗
川

特定非営利活動法人
自然環境アカデミー 平成26年3月26日

直轄 多摩川 多摩川・浅川・大栗
川

特定非営利活動法人
多摩川センター 平成26年3月26日

直轄 鶴見川 鶴見川・矢上川・早
淵川・鳥山川

特定非営利活動法人
鶴見川流域ネットワーキング 平成26年3月26日

直轄 那珂川・
久慈川

那珂川（那珂川・涸
沼川・桜川・藤井
川）・久慈川（久慈
川・里川・山田川）

茨城生物の会 平成26年3月26日

直轄 利根川 神流川 かんな倶楽部 平成26年3月26日

直轄 富士川

富士川（釜無川）・
笛吹川・早川・御勅
使川・塩川・重川・
日川・蛭沢川・五割
川・濁川

Yamanashiみずネット 平成26年3月26日

直轄 富士川

富士川（釜無川）・
笛吹川・早川・御勅
使川・塩川・重川・
日川・蛭沢川・五割
川・濁川

社団法人
山梨県河川防災センター 平成26年3月26日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

関東

直轄 富士川

富士川（釜無川）・
笛吹川・早川・御勅
使川・塩川・重川・
日川・蛭沢川・五割
川・濁川

富士川ファンクラブ 平成26年3月26日

直轄 利根川 鬼怒川 花と一万人の会 平成27年3月27日
直轄 利根川 神流川 神流川ビジョン推進協議会 平成27年3月27日

直轄 多摩川 多摩川 特定非営利活動法人
多摩川干潟ネットワーク 平成27年3月27日

直轄 相模川 相模川 特定非営利活動法人　
暮らし・つながる森里川海 平成27年3月27日

直轄 利根川 鬼怒川 うじいえ自然に親しむ会 平成28年1月15日

直轄 荒川 荒川 特定非営利活動法人　
鴻巣こうのとりを育む会 平成29年2月9日

直轄 荒川 荒川 新河岸川水系水環境連絡会 平成29年2月9日

直轄 利根川 綾瀬川 特定非営利活動法人
エコロジー夢企画 平成30年2月20日

直轄 多摩川 多摩川
一般財団法人　
日本海洋レジャー安全・振興
協会

令和2年3月16日

直轄 多摩川 多摩川 特定非営利活動法人　
砧・多摩川あそび村 令和2年3月16日

直轄 利根川 鬼怒川 市民の森十一面山保全の会 令和3年2月19日

直轄 利根川 綾瀬川・綾瀬川放水
路

特定非営利活動法人
草加市カヌー協会 令和4年3月3日

直轄 利根川 神流川 堀越二郎ヒコーキの会 令和4年3月3日
直轄 多摩川 多摩川 とどろき水辺の楽校 令和6年3月28日
直轄 利根川 渡良瀬遊水地全域 渡良瀬遊水地植物の会 令和7年2月25日

補助 那珂川・
久慈川

那珂川（那珂川・箒
川・巻川・蛇尾川・
鹿島川・熊川・百村
川・松葉川・湯坂
川・相の川・余笹
川・黒川・三蔵川・
四つ川・蕪中川）
久慈川（押川）

栃木県北建設業協同組合 平成27年11月11日

補助 利根川 永野川
特定非営利活動法人
環境を守り活力ある地域を創
る会・みながわ

令和元年10月2日

補助 利根川 巴波川 株式会社　荒井工業 令和3年10月28日

補助 鶴見川 鶴見川・恩田川 特定非営利活動法人
鶴見川源流ネットワーク 平成28年3月23日

北陸
直轄 関川 関川 新潟県立高田農業高等学校 平成26年3月27日

直轄 関川 関川 特定非営利活動法人
徳合ふるさとの会 平成26年3月27日
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北陸

直轄 荒川 荒川 ”清流”荒川を考える流域ワー
クショップ 平成26年3月27日

直轄 荒川 荒川 財団法人
関川村自然環境管理公社 平成26年3月27日

直轄 信濃川 大河津分水路・信濃
川

特定非営利活動法人
分水さくらを守る会 平成26年3月27日

直轄 信濃川 大河津分水路・信濃
川・魚野川 NPO法人水環境技術研究会 平成26年3月27日

直轄 常願寺川 常願寺川 常願寺川の清流と桜を愛する会 平成26年3月27日

直轄 阿賀野川 阿賀川・
日橋川・湯川

特定非営利活動法人
会津阿賀川流域ネットワーク 平成26年3月27日

直轄 阿賀野川 阿賀川・
日橋川・湯川 阿賀川・川の達人の会 平成26年3月27日

直轄 信濃川 千曲川 上田水辺プラザ整備連絡協議会 平成26年3月27日
直轄 信濃川 千曲川 信州上田千曲川少年団 平成26年3月27日

直轄 信濃川 大河津分水路・
信濃川

NPO法人
信濃川大河津資料館友の会 平成27年2月19日

直轄 信濃川 信濃川 一般社団法人
長岡市緑地協会 平成27年2月19日

直轄 信濃川 信濃川・
関屋分水路

北陸建設振興会議
NPO研究委員会 平成27年2月19日

直轄 信濃川 信濃川 特定非営利活動法人UNE 平成28年3月14日
直轄 信濃川 千曲川 薔薇人の会 平成29年3月13日
直轄 信濃川 三国川 しゃくなげ湖畔を楽しむ会 平成29年3月13日
直轄 梯川 梯川 梯川協議会 平成30年3月12日
直轄 荒川 荒川 神林さくらの会 平成31年3月11日
直轄 信濃川 高瀬川 ぐるったネットワーク大町 令和4年3月9日

中部

直轄 木曽川 木曽川・
長良川・揖斐川

特定非営利活動法人　
長良川環境レンジャー協会 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川 一般社団法人　
庄内川災害対策協力会 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川（土岐川）・
矢田川

河川自然環境保全復元団体　
リバーサイドヒーローズ 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川 清須・あま・大治
かわまちづくり協議会 平成26年3月14日

直轄 石狩川 豊平川 公益財団法人　河川財団 平成26年3月31日

直轄 庄内川 庄内川（土岐川）・
矢田川 庄内川・川ナビ歩こう会 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川 土岐川・庄内川流域ネット
ワーク 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川（土岐川）
特定非営利活動法人　
明るい未来のある地域づくり
を進める会

平成26年3月14日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

中部

直轄 庄内川 庄内川（土岐川）・
矢田川

特定非営利活動法人　
土岐川・庄内川サポートセン
ター

平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川 藤前干潟クリーン大作戦
実行委員会 平成26年3月14日

直轄 庄内川 庄内川（土岐川）・
矢田川 矢田・庄内川をきれいにする会 平成26年3月14日

直轄 矢作川 矢作川 特定非営利活動法人　
矢作川森林塾 平成26年3月14日

直轄 天竜川 天竜川 一般財団法人　
飯田市天竜川環境整備公社 平成26年3月14日

直轄 天竜川 天竜川 天竜川総合学習館 平成26年3月14日

直轄 天竜川
天竜川・小渋川・太
田切川・三峰川・横
川川

特定非営利活動法人　
天竜川ゆめ会議 平成26年3月14日

直轄 天竜川 天竜川 西春近地域協議会 平成26年3月14日
直轄 天竜川 三峰川 三峰川みらい会議 平成26年3月14日

直轄 天竜川 天竜川 特定非営利活動法人
浜松アメニティクラブ 平成27年1月15日

直轄 矢作川 矢作川 家下川を美しくする会 平成27年1月15日

直轄 安倍川 安倍川 うしづま水辺の楽校
世話人会 平成28年1月15日

直轄 木曽川 木曽川・北派川 特定非営利活動法人　
e-plus生涯学習研究所 平成28年1月15日

直轄 鈴鹿川 鈴鹿川・鈴鹿川派・
内部川・安楽川

水辺づくりの会　鈴鹿川のう
お座 平成28年1月15日

直轄 天竜川 天竜川 特定非営利活動法人　
水辺の里まちづくりの会 平成29年3月2日

直轄 木曽川 木曽川・
揖斐川・長良川

特定非営利活動法人　
木曽三川ごみの会 平成29年3月2日

直轄 庄内川 小里川
（小里川ダム区間） 小里川ダム里山教室 令和2年2月20日

直轄 天竜川 天竜川 一般社団法人　
長野県南部防災対策協議会 令和6年2月29日

直轄 木曽川 木曽川 木曽川ゲレンデ利用者会議 令和6年3月7日
補助 朝明川 朝明川 朝明川クリーンアップ会 平成28年8月31日

近畿

直轄 大和川 大和川 アクアフレンズ 平成26年3月28日

直轄 淀川 淀川・芥川 芥川・ひとと魚にやさしい
川づくりネットワーク 平成26年3月28日

直轄 淀川 淀川 ねや川水辺クラブ 平成26年3月28日
直轄 淀川 瀬田川 NPO法人瀬田川リバプレ隊 平成26年3月28日

直轄 淀川 名張川 特定非営利活動法人
地域と自然 平成26年3月28日

直轄 淀川 猪名川・藻川 自然と文化の森協会 平成26年3月28日
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近畿

直轄 淀川 猪名川・藻川 流域ネット猪名川 平成26年3月28日

直轄 揖保川 揖保川 揖保川三川分派地区環境を守
る会 平成26年3月28日

直轄 由良川 由良川 福知山環境会議 平成26年3月28日

直轄 九頭竜川 九頭竜川・真名川 特定非営利活動法人
ドラゴンリバー交流会 平成26年3月28日

直轄 大和川 大和川 大和川市民ネットワーク 平成28年1月4日

直轄 淀川 木津川 特定非営利活動法人
やましろ里山の会 平成28年1月4日

直轄 淀川
淀川・瀬田川・宇治
川・桂川・木津川・
猪名川

琵琶湖・淀川流域圏連携交流
会 平成28年1月4日

直轄 淀川 瀬田川 洗堰レトロカフェ 平成28年1月4日
直轄 九頭竜川 九頭竜川・日野川 日野川流域交流会 平成28年1月4日
直轄 九頭竜川 九頭竜川 奥越漁業協同組合 平成28年1月4日
直轄 九頭竜川 真名川 大野市漁業協同組合 平成28年1月4日
直轄 大和川 大和川 大和川水辺の楽校協議会 平成29年1月5日

直轄 大和川 大和川 大阪市立大学大学院
工学研究科環境水域工学研究室 平成29年1月5日

直轄 紀の川 紀の川 特定非営利活動法人
きらめき紀の川 平成30年1月9日

直轄 淀川（宇
治川） 大和川 特定非営利活動法人

伏見観光協会 平成30年1月9日

直轄 由良川 由良川 大江まちづくり住民協議会 平成30年1月9日
直轄 円山川 出石川 加陽地区づくり委員会 平成30年1月9日

直轄 淀川 淀川・宇治川・桂
川・木津川

徳江堤非営利活動法人
日本水防災普及センター 令和5年3月10日

直轄 大和川 大和川 特定非営利活動法人
龍田・三室山桜の会 令和6年3月4日

中国

直轄 斐伊川 斐伊川 特定非営利活動法人
未来守りネットワーク 平成26年3月31日

直轄 斐伊川 斐伊川 認定特定非営利活動法人
自然再生センター 平成26年3月31日

直轄 吉井川 吉井川 瀬戸アユモドキを守る会 平成27年3月9日

直轄 芦田川 芦田川
（八田原ダム区間） 伊尾小谷地区自治会 平成27年3月9日

直轄 佐波川 佐波川 佐波川に学ぶ会 平成27年3月9日
直轄 斐伊川 斐伊川 ウエスコ・エコクラブ 平成27年3月9日

直轄 斐伊川 斐伊川 夕日スポット・クリーンサポー
ター 平成27年3月9日

直轄 斐伊川 斐伊川 公益財団法人　
ホシザキグリーン財団 平成27年3月9日

直轄 斐伊川 斐伊川 特定非営利活動法人　
水の都プロジェクト協議会 平成27年3月9日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

中国

直轄 斐伊川 斐伊川 特定非営利活動法人　
中海再生プロジェクト 平成27年3月9日

直轄 斐伊川

斐伊川・斐伊川（尾
原ダム区間）・神戸
川・神戸川（志津見
ダム区間）

NPO法人　
しまね体験活動支援センター 平成27年3月9日

直轄 斐伊川 斐伊川 特定非営利活動法人　
自然と人間環境研究機構 平成27年3月9日

直轄 江の川 江の川
（土師ダム区間） 土師ダム桜守プロジェクト 平成28年3月2日

直轄 斐伊川 斐伊川 境港清港会 平成29年3月14日

直轄 日野川

日野川・法勝寺川・
印賀川（菅沢ダム区
間）・中原川（菅沢
ダム区間）・秋原川
（菅沢ダム区間）

特定非営利活動法人
未来守りネットワーク 平成30年3月8日

直轄 斐伊川
斐伊川・
斐伊川（菅沢ダム区
間）

特定非営利活動法人
さくらおろち 平成30年3月8日

直轄 吉井川 吉井川
（苫田ダム区間） 塚谷・馬場の明日を考える会 平成30年3月8日

直轄 吉井川 吉井川
（苫田ダム区間）

美作国「彩りの森づくり」
実行委員会 平成30年3月8日

直轄 旭川 旭川 旭川みの広場を愛する会 平成30年3月8日
直轄 高津川 高津川 高橋建設株式会社 平成31年2月27日
直轄 高梁川 高梁川 水江の渡し跡公園 平成31年2月27日
直轄 江の川 馬洗川 江の川流域里川エコネット 平成31年2月27日
直轄 高梁川 小田川 箭田地区まちづくり推進協議会 令和2年3月12日
直轄 太田川 古川 せせらぎ会 令和2年3月12日
直轄 太田川 旧太田川 山陽工業株式会社 令和3年3月12日
直轄 太田川 旧太田川 ひろしまSUPクラブ 令和3年3月12日
直轄 佐波川 佐波川 佐波川SDGs 令和3年3月12日
直轄 佐波川 佐波川 和田の里づくり推進協議会 令和4年3月11日
直轄 佐波川 佐波川 株式会社　井原組 令和6年3月21日
直轄 太田川 古川 古川トンボしらべ隊 令和7年2月7日

補助 千代川 八東川 特定非営利活動法人
八東川清流クラブ　 平成30年5月11日

四国

直轄 吉野川 吉野川 AMEMBO 平成26年4月24日
直轄 吉野川 吉野川 阿波バラス　株式会社 平成26年4月24日
直轄 那賀川 那賀川 社会福祉法人　悠林舎シーズ 平成26年4月24日
直轄 土器川 土器川 株式会社　協和土建 平成26年4月24日
直轄 土器川 土器川 株式会社　岩崎建設 平成26年4月24日
直轄 土器川 土器川 横田建設　株式会社 平成26年4月24日
直轄 重信川 重信川・石手川 重信川の自然をはぐくむ会 平成26年4月24日
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四国

直轄 仁淀川 仁淀川 株式会社　
西日本科学技術研究所 平成26年4月24日

直轄 那賀川 桑野川 横見町をきれいにする会 平成27年4月10日

直轄 渡川 四万十川・
後川・中筋川 四万十川自然再生協議会 平成27年4月10日

直轄 渡川 四万十川 マイヅルテンナンショウの会 平成27年4月10日
直轄 吉野川 吉野川 NPO法人　江川エコフレンド 平成28年3月18日
直轄 吉野川 吉野川 特定非営利活動法人　川塾 平成28年3月18日

直轄 吉野川 吉野川 特定非営利活動法人　
新町川を守る会 平成31年2月19日

直轄 吉野川 吉野川 吉野川善入寺土地改良区 平成31年2月19日
直轄 那賀川 那賀川 那賀川工業用水利水者協議会 令和3年3月17日
直轄 土器川 土器川 株式会社　重成土建 令和3年3月17日

直轄 肱川 肱川 大洲の環境をよくする連絡協
議会 令和6年3月14日

補助 吉野川 新町川・
助任川・田宮川

特定非営利活動法人
新町川を守る会 平成26年1月24日

補助 吉野川 江川 特定非営利活動法人
江川エコフレンド 平成28年4月13日

九州

直轄 遠賀川

遠賀川・西川・黒
川・笹尾川・犬鳴
川・八木山川・彦山
川・中元寺川・金辺
川・穂波川

特定非営利活動法人　
遠賀川流域住民の会 平成26年3月31日

直轄 遠賀川 黒川・笹尾川 笹尾川水辺の樂校運営協議会 平成26年3月31日

直轄 遠賀川 遠賀川・彦山川 特定非営利活動法人　
直方川づくりの会 平成26年3月31日

直轄 大野川 乙津川 乙津川水辺の楽校運営協議会 平成26年3月31日

直轄 番匠川 番匠川・堅田川・
井崎川・久留須川 番匠川流域ネットワーク 平成26年3月31日

直轄 五ヶ瀬川
友内川・五ヶ瀬川・
大瀬川・北川・祝子
川

特定非営利活動法人　
五ヶ瀬川流域ネットワーク 平成26年3月31日

直轄 大淀川

大淀川・八重川・本
庄川・綾北川・深年
川・大淀川・沖水
川・庄内川・高崎川

特定非営利活動法人　
大淀川流域ネットワーク 平成26年3月31日

直轄 大淀川 大淀川・沖水川・庄
内川・高崎川

特定非営利活動法人　
都城大淀川サミット 平成26年3月31日

直轄 肝属川 姶良川 姶良川河川愛護会 平成26年3月31日

地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

九州

直轄 川内川

川内川・八間川・隈
之城川・樋渡川・羽
月川・綿打川・長江
川・平江川・冷水
川・馬渡川・西ノ山
川・宮人川

川内川流域連携ネットワーク 平成26年3月31日

直轄 川内川

川内川・八間川・隈
之城川・樋渡川・羽
月川・綿打川・長江
川・平江川・冷水
川・馬渡川・西ノ山
川・宮人川

川内川流域連携ネットワーク 平成26年3月31日

直轄 川内川
川内川・平江川・冷
水川・馬渡川・西ノ
山川・宮人川

特定非営利活動法人　
バイオマスワークあったらし会 平成26年3月31日

直轄 川内川
川内川・平江川・冷
水川・馬渡川・西ノ
山川・宮人川

特定非営利活動法人　
ひっ翔べ！奥さつま探険隊 平成26年3月31日

直轄 川内川 川内川・
宮人川・馬渡川

特定非営利活動法人　
水と地球 平成26年3月31日

直轄 緑川 加勢川 加勢川開発研究会 平成26年3月31日

直轄 緑川 緑川・加勢川 特定非営利活動法人　
天明水の会 平成26年3月31日

直轄 緑川 加勢川 特定非営利活動法人　
みずのとらベル隊 平成26年3月31日

直轄 白川 白川・黒川 特定非営利活動法人　
白川流域リバーネットワーク 平成26年3月31日

直轄 矢部川 矢部川・
楠田川・飯江川 矢部川をつなぐ会 平成26年3月31日

直轄 筑後川

筑後川（諸富川を含
む）・早津江川・佐
賀江川・城原川・田
手川・広川

特定非営利活動法人　
大川未来塾 平成26年3月31日

直轄 筑後川 筑後川・高良川 筑後川まるごと博物館運営委
員会 平成26年3月31日

直轄 筑後川 筑後川・高良川 特定非営利活動法人　
筑後川流域連携倶楽部 平成26年3月31日

直轄 筑後川
筑後川（隈川を含
む）・花月川・庄手
川・玖珠川

特定非営利活動法人　
ひた水環境ネットワークセン
ター

平成26年3月31日

直轄 松浦川 松浦川 特定非営利活動法人　
アザメの会 平成26年3月31日

直轄 松浦川 厳木川 自然と暮らしを考える研究会 平成26年3月31日

直轄 本明川 本明川・
半造川・福田川

特定非営利活動法人　
拓生会 平成26年3月31日
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地方整備局 直轄・補助 水系名 河川名 団体名 指定年月日

九州

直轄 肝属川
肝属川・串良川・高
山川・姶良川・下谷
川

特定非営利活動法人　
かのやコミュニティ放送 平成27年3月31日

直轄 球磨川 球磨川・川辺川・
前川・南川 球磨川ツクシイバラの会 平成27年3月31日

直轄 菊池川

菊池川・繁根木川・
木葉川・岩野川・合
志川・上内田川・迫
間川・鳳来川

菊池川流域連携会議 平成27年3月31日

直轄 矢部川 矢部川、筑後川、
嘉瀬川

一般社団法人　
北部九州河川利用協会 平成27年3月31日

直轄 筑後川
筑後川（杖立川）・
津江川・上野田川・
川原川

特定非営利活動法人　
下筌ダム湖と森の会 平成27年3月31日

直轄 遠賀川 彦山川・
中元寺川・金辺川 田川ふるさと川づくり交流会 平成28年2月8日

直轄 山国川 山国川・山移川・長
谷川

特定非営利活動法人　
耶馬溪の自然と景観を守る会 平成28年2月8日

直轄 山国川 山国川・中津川・山
移川・長谷川 レスキュー・サポート九州 平成28年2月8日

直轄 菊池川 菊池川 菊池川育てねっと 平成28年2月8日

直轄 筑後川
筑後川（杖立川）・
津江川・上野田川・
川原川

松原ダム湖面環境推進委員会 平成28年2月8日

直轄 大分川 大分川 津留地区ふるさとづくり運動
推進協議会 平成29年2月22日

直轄 嘉瀬川 嘉瀬川・神水川・浦
川・大串川・栗並川

特定非営利活動法人　
嘉瀬川交流軸 平成29年2月22日

直轄 山国川 山国川・
中津川・山移川

特定非営利活動法人　
水辺に遊ぶ会 平成30年3月22日

直轄 緑川 緑川・浜戸川・加勢
川・御船川

緑川の清流をとりもどす
流域連絡会 平成30年3月22日

直轄 大分川 七瀬川 ななせ交流会 平成31年3月13日

直轄 五ヶ瀬川 五ヶ瀬川 特定非営利活動法人
コノハナロード延岡市民応援隊 平成31年3月13日

直轄 球磨川 球磨川・川辺川・
前川・南川

特定非営利活動法人
球磨川アドベンチャーズやつ
しろ

平成31年3月13日

直轄 白川 白川・黒川 一般社団法人みなみあそ観光局 令和6年3月6日
直轄 緑川 緑川・浜戸川 グリーンはな走会 令和7年2月14日

16-1-2　水防協力団体の指定状況 令和 7 年 5 月 1 日現在

水防協力団体の指定状況 41団体

水防協力団体の指定状況� （令和7年 5月 1日現在　41団体）

水防協力団体名 指定した水防管理団体 指定時期

特定非営利活動法人天竜川ゆめ会議 長野県駒ヶ根市 平成19年12月

一般社団法人栃木県建設業協会塩谷支部 栃木県矢板市、さくら市、
塩谷町、高根沢町（4団体） 平成23年3月

一般社団法人栃木県建設業協会芳賀支部 栃木県真岡市、益子町、茂
木町、市貝町、芳賀町（5団体） 平成23年4月

一般社団法人栃木県建設業協会那須支部 栃木県大田原市、那須町（2
団体）

平成23年8月、
平成25年6月

一般社団法人栃木県建設業協会鹿沼支部 栃木県鹿沼市 平成24年2月

一般社団法人栃木県建設業協会烏山支部 栃木県那須烏山市、珂川町（2
団体） 平成24年7月

一般社団法人栃木県建設業協会下都賀支部 栃木県栃木市、壬生町、小
山市、下野市（4団体）

平成24年12月～
平成25年1月

秦野市水防協力団体 神奈川県秦野市 平成26年5月

水曜会 淀川左岸水防事務組合 平成28年8月

イオンリテール株式会社イオン枚方店 淀川左岸水防事務組合 平成28年9月

株式会社樟葉パブリック・ゴルフ・コース 淀川左岸水防事務組合 平成28年9月

牧野パークゴルフ場 淀川左岸水防事務組合 平成28年9月

福知山堤防愛護会 京都府福知山市 平成29年7月

福知山市社会福祉協議会 京都府福知山市 平成29年7月

株式会社京阪ゴルフ倶楽部 淀川右岸水防事務組合 平成31年1月

株式会社高槻ゴルフ倶楽部 淀川右岸水防事務組合 平成31年1月

株式会社淀川ゴルフ倶楽部 淀川右岸水防事務組合 平成31年1月

株式会社シグナル 淀川左岸水防事務組合 令和元年9月

一般社団法人栃木県建設業協会宇都宮支部 栃木県上三川町 令和2年5月

一般社団法人栃木県建設業協会足利支部 栃木県足利市 令和3年5月

株式会社日本介護医療センター
淀川左岸水防事務組合、淀
川右岸水防事務組合、大和
川右岸水防事務組合（3団体）

令和3年10月

東住吉区介護保険関係者連絡会 大和川右岸水防事務組合 令和4年5月



767 768

水防協力団体名 指定した水防管理団体 指定時期

一般社団法人西淀川工業協会 淀川右岸水防事務組合 令和4年12月

特定非営利活動法人MSISK 大和川右岸水防事務組合 令和5年9月

日本損害保険協会 淀川左岸水防事務組合 令和6年1月

株式会社藤井組 淀川左岸水防事務組合 令和6年1月

株式会社ニュージェック 淀川左岸水防事務組合 令和6年1月

株式会社東京建設コンサルタント
淀川左岸水防事務組合、淀
川右岸水防事務組合、大和
川右岸水防事務組合（3団体）

令和6年1月～3月

株式会社大塚ウエルネスベンディング
淀川左岸水防事務組合、淀
川右岸水防事務組合、大和
川右岸水防事務組合（3団体）

令和6年3月

西江建設株式会社 北海道帯広市 令和6年3月

宮坂建設工業株式会社 北海道帯広市 令和6年3月

株式会社アラソフトウェア 北海道北見市 令和6年3月

有限会社久保田建設 群馬県千代田町 令和6年3月

株式会社バローホールディングス 岐阜県多治見市 令和6年3月

株式会社エコノス 新潟県長岡市 令和6年3月

一般社団法人四国クリエイト協会

愛媛県大洲市、西予市、愛
南町
高知県土佐市、土佐清水市、
いの町、日高村、大月町、
高知市、南国市、宿毛市、
四万十市、三原村、黒潮町（14
団体）

令和6年3月～4月

株式会社技研製作所 高知県高知市 令和6年4月

株式会社三弘 木曽川右岸地帯水防事務組
合 令和6年12月

株式会社八千代エンジニアリング 大和川右岸水防事務組合 令和7年3月

株式会社テイデイイー 山形県酒田市 令和7年4月

株式会社建設技術コンサルタンツ 鹿児島県鹿児島市 令和7年4月

16-1-3　海岸協力団体の指定状況 令和 7 年 6 月現在

■海岸協力団体一覧� （28海岸 25団体）

地方
ブロック 海岸名 所在地 団体名 指定年月日

北海道 胆振海岸［直轄］ 北海道白老町 白老町環境町民会議 平成29年3月17日

関東 九十九里海岸［千葉県］
千葉県一宮町 特定非営利活動法人海のこえ 令和元年7月16日

千葉県一宮町 一宮ウミガメを見守る会 令和5年7月28日

北陸

新潟海岸［直轄］ 新潟県新潟市 真砂小学校区コミュニティ協議会 平成28年3月14日

新潟港海岸［新潟県］
新潟県新潟市 新潟下町をよくする会 令和元年7月28日

新潟県新潟市 NPO法人 海レクサポートせい
ろう 令和4年6月17日

石川海岸［直轄］ 石川県白山市 白山市セーリング協会 平成29年3月13日

中部

富士海岸［直轄］
静岡県沼津市 沼津市赤十字奉仕団 平成29年3月2日

静岡県静岡市 NPO法人 KAMBARA 15th 令和3年3月26日

駿河海岸［直轄］ 静岡県吉田町 吉田町川尻区自治会 平成30年2月21日

豊橋海岸、田原・豊橋
海岸、渥美海岸［愛知県］

愛知県豊橋市
愛知県田原市 NPO法人 表浜ネットワーク 令和2年7月1日

津松阪港海岸［直轄］ 三重県津市 津市育成地区自治会連合会 令和3年7月1日

近畿
宮津港海岸［京都府］ 京都府宮津市 天橋立を守る会 平成30年10月2日

東播海岸［直轄］ 大阪府枚方市 NPO法人 日本ウミガメ協議会 平成29年8月1日

中国 皆生海岸［直轄］
鳥取県米子市 NPO法人 皆生ライフセービン

グクラブ 平成29年3月14日

鳥取県米子市 NPO法人 皆生スポーツアカデ
ミー 平成29年3月14日

四国

高知海岸［直轄］

高知県土佐市 NPO法人 新居を元気にする会 平成29年3月22日

高知県高知市 久保建設株式会社 平成29年3月22日

高知県高知市 高知県マリン協会 平成30年3月27日

高知港海岸［直轄］
高知県高知市 NPO法人 環境の杜こうち 平成31年1月31日

高知県高知市 三里地区地域安全推進協議会 平成31年1月31日

大嶋海岸、中ノ浦海岸
［高知県］ 高知県須崎市 NPO法人 すさきスポーツクラブ 平成30年3月23日
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地方
ブロック 海岸名 所在地 団体名 指定年月日

四国

西浦北海岸、戸板海岸、
久米海岸、沖浦海岸、
尾原海岸、森上海岸、
西浦海岸、波方港海岸

［愛媛県］

愛媛県今治市 株式会社眞鍋組 令和3年5月21日

九州
宮崎海岸［直轄］ 宮崎県宮崎市

なぎさ・保安林に親しむ会
（（旧）宮崎の県有林を美しくす
る会）

平成30年3月22日

指宿港海岸［直轄］ 鹿児島県指宿市 指宿港海岸保全推進協議会 令和2年7月31日
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派遣総数（人） のべ（人・日）
平成20～24年度 5,147 28,586
平成25年度 1,565 6,137
平成26年度 1,605 4,497
平成27年度 1,130 3,228
平成28年度 3,517 15,305
平成29年度 1,444 5,239
平成30年度 4,424 16,790
令和1年度 5,135 35,782
令和2年度 2,560 12,630
令和3年度 1,550 3,643
令和4年度 1,848 4,359
令和5年度 5,136 28,836
令和6年度 2,337 7,944

合計 35,061 165,032

（令和7年3月末時点）

17-1-1　TEC-FORCEの隊員数

17-1-2　TEC-FORCEの派遣実績

XVII　危機管理対応
17-1　TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）

排水
ポンプ車 照明車 対策本部車

待機支援車
遠隔操作式
バックホウ

遠隔操縦
装置

（ロボQ）

衛星
通信車

Car-
SAT

Ku-
SAT

災害対策用
ヘリコプター 備考

北海道 38 21 8 1 4 4 1 14 1

東　北 59 39 10 2 1 4 1 19 1

関　東 44 41 25 2 1 9 1 29 1

北　陸 51 55 9 3 4 1 20 1

中　部 37 34 15 2 1 6 1 17 1

近　畿 43 28 17 1 1 7 1 21 1

中　国 35 24 6 1 2 5 1 16 1

四　国 35 28 11 2 1 5 1 8 1

九　州 62 24 9 2 9 4 1 16 1

沖　縄 1 3 1 1 1 6

計 405 297 111 16 20 49 10 166 9

17-2-1　災害対策機械の保有状況
令和7年 4月 1日現在� （単位：台）

17-2　災害対策機械

地方整備局等

８１％（１４，３０６名）

本省 １％

（２２０名）

地方運輸局等、

航空局

５％（９００名）

国土技術政策総合研究所、

国土地理院

１％（２２２名）

気象庁 １２％

（２，２３９名）
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� （単位：のべ　台・日）

災害対策機械
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

7月豪雨 台風
第10号

7月1日か
らの大雨

８⽉の
⼤⾬

台⾵
第14号

6月29日か
らの大雨 台風第7号 7月25日からの大雨

9月20日か
らの大雨

排水ポンプ車 2,149 306 99 213 62 73 67 265 46
照明車 1,047 55 410 282 24 22 23 103 404
対策本部車 101 3 110 0 0 0 0 0 39
待機支援車 4 0 12 0 3 0 0 6 27
遠隔操作式
バックホウ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

衛星通信車 40 8 11 6 0 0 0 0 0
Ku-SAT 0 0 47 0 0 0 0 17 0

（令和7年3月末時点）

17-2-2　災害対策機械の主な派遣実績
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XVIII　流域治水
18-1　一級水系における流域治水プロジェクト一覧
プロジェクト数
（通し番号）

開発局・
地方整備局

流域治水
プロジェクト

協議会数
（通し番号） 協議会

1 北海道 石狩川（下流）水系 1 石狩川（下流）流域治水協議会
2 北海道 石狩川（上流）水系 2 石狩川（上流）流域治水協議会
3 北海道 後志利別川水系 3 後志利別川流域治水協議会
4 北海道 尻別川水系 4 尻別川流域治水協議会
5 北海道 鵡川水系

5 鵡川・沙流川外流域治水協議会
6 北海道 沙流川水系
7 北海道 十勝川水系 6 十勝川外流域治水協議会
8 北海道 釧路川水系 7 釧路川水系流域治水協議会
9 北海道 網走川水系 8 網走川ほか流域治水協議会
10 北海道 常呂川水系 9 常呂川流域治水協議会
11 北海道 湧別川水系 10 湧別川流域治水協議会
12 北海道 渚滑川水系 11 渚滑川流域治水協議会
13 北海道 天塩川（下流）水系 12 天塩川下流流域治水協議会
14 北海道 天塩川（上流）水系 13 天塩川上流流域治水協議会
15 北海道 留萌川水系 14 留萌川流域治水協議会
16 東北 名取川水系 15 名取川・阿武隈川下流等流域治水協議会
17 東北 鳴瀬川水系 16 鳴瀬川等流域治水協議会

18 東北 北上川水系
17 北上川下流等流域治水協議会
18 北上川水系（北上川上流）流域治水協議会

19 東北 馬淵川水系 19 馬淵川流域治水協議会
20 東北 高瀬川水系 20 高瀬川流域治水協議会
21 東北 岩木川水系 21 岩木川流域治水協議会
22 東北 米代川水系 22 米代川圏域流域治水協議会
23 東北 雄物川水系 23 雄物川圏域流域治水協議会
24 東北 子吉川水系 24 子吉川圏域流域治水協議会
25 東北 最上川水系 25 最上川流域治水協議会
26 東北 赤川水系 26 赤川流域治水協議会
27 東北 阿武隈川水系 27 阿武隈川上流流域治水協議会

28 関東 荒川水系
28 荒川水系（東京ブロック）流域治水協議会
29 荒川水系（埼玉ブロック）流域治水協議会

（令和 6 年 3 月末時点）

プロジェクト数
（通し番号）

開発局・
地方整備局

流域治水
プロジェクト

協議会数
（通し番号） 協議会

29 関東 利根川・江戸川

30 利根川上流流域治水協議会
31 利根川下流流域治水協議会
32 江戸川流域治水協議会
33 烏川・神流川流域治水協議会

30 関東 中川・綾瀬川 34 中川・綾瀬川流域治水協議会
31 関東 渡良瀬川 35 渡良瀬川流域治水協議会
32 関東 鬼怒川 36 鬼怒川・小貝川上流流域治水協議会
33 関東 小貝川 37 鬼怒川・小貝川下流流域治水協議会
34 関東 常陸利根川 38 霞ヶ浦流域治水協議会
35 関東 那珂川水系

39 久慈川・那珂川流域治水協議会
36 関東 久慈川水系
37 関東 多摩川水系 40 多摩川流域協議会
38 関東 鶴見川水系 41 鶴見川流域水協議会
39 関東 相模川水系 42 相模川流域治水協議会
40 関東 富士川水系 43 富士川流域治水協議会

41 北陸 荒川水系
44 荒川（下流域）流域治水協議会
45 荒川（上流域）流域治水協議会

42 北陸 阿賀野川水系
46 阿賀野川水系（阿賀野川）流域治水会議
47 阿賀野川水系（阿賀川）流域治水協議会

43 北陸 信濃川水系
48 信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会
49 信濃川水系（信濃川中流）流域治水協議会
50 信濃川水系（信濃川上流）流域治水協議会

44 北陸 関川水系
51 関川・姫川流域治水協議会

45 北陸 姫川水系
46 北陸 黒部川水系 52 黒部川流域治水協議会
47 北陸 常願寺川水系

53 常願寺川・神通川・庄川及び
小矢部川流域治水プロジェクト協議会

48 北陸 神通川水系
49 北陸 庄川水系
50 北陸 小矢部川水系
51 北陸 手取川水系

54 手取川・梯川水系流域治水協議会
52 北陸 梯川水系
53 中部 狩野川水系 55 狩野川流域治水協議会
54 中部 安倍川水系 56 安倍川水系流域治水協議会
55 中部 大井川水系 57 大井川水系流域治水協議会
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プロジェクト数
（通し番号）

開発局・
地方整備局

流域治水
プロジェクト

協議会数
（通し番号） 協議会

56 中部 菊川水系
58 遠州流域治水協議会

57 中部 天竜川（下流）
58 中部 天竜川（上流） 59 天竜川上流 流域治水協議会
59 中部 豊川水系 60 豊川流域治水協議会
60 中部 矢作川水系 61 矢作川流域治水協議会
61 中部 庄内川水系 62 土岐川・庄内川流域治水協議会
62 中部 長良川

63 木曽川水系流域治水協議会63 中部 木曽川
64 中部 揖斐川
65 中部 鈴鹿川水系 64 鈴鹿川外流域治水協議会
66 中部 雲出川水系 65 雲出川外流域治水協議会
67 中部 櫛田川水系 66 櫛田川外流域治水協議会
68 中部 宮川水系 67 宮川外流域治水協議会
69 近畿 新宮川水系 68 熊野川流域治水協議会
70 近畿 紀の川水系 69 紀の川流域治水協議会

71 近畿 大和川水系
70 大和川下流部流域治水部会
71 大和川上流部流域治水部会

72 近畿 淀川水系 72 淀川流域治水協議会
73 近畿 加古川水系 73 加古川流域治水協議会
74 近畿 揖保川水系 74 揖保川流域治水協議会
75 近畿 円山川水系 75 円山川流域治水協議会
76 近畿 由良川水系 76 由良川流域治水協議会
77 近畿 北川水系 77 北川流域治水協議会
78 近畿 九頭竜川水系 78 九頭竜川流域治水協議会
79 中国 吉井川水系 79 吉井川水系大規模氾濫時の減災対策協議会
80 中国 旭川水系 80 旭川水系大規模氾濫時の減災対策協議会
81 中国 高梁川水系 81 高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会
82 中国 芦田川水系 82 芦田川流域治水協議会
83 中国 太田川水系 83 太田川流域治水協議会
84 中国 小瀬川水系 84 小瀬川流域治水協議会
85 中国 佐波川水系 85 佐波川流域治水協議会
86 中国 高津川水系 86 高津川水系流域治水協議会
87 中国 江の川水系 87 江の川水系流域治水協議会
88 中国 斐伊川水系 88 斐伊川流域治水協議会

プロジェクト数
（通し番号）

開発局・
地方整備局

流域治水
プロジェクト

協議会数
（通し番号） 協議会

89 中国 日野川水系 89 日野川流域治水協議会
90 中国 天神川水系 90 天神川流域治水協議会
91 中国 千代川水系 91 千代川流域治水協議会
92 四国 吉野川水系 92 吉野川流域治水協議会
93 四国 那賀川水系 93 那賀川流域治水協議会
94 四国 物部川水系 94 物部川水系流域治水協議会
95 四国 仁淀川水系 95 仁淀川水系流域治水協議会
96 四国 渡川水系 96 四万十川流域治水協議会
97 四国 肱川水系 97 肱川流域治水協議会
98 四国 重信川水系 98 重信川流域治水協議会
99 四国 土器川水系 99 土器川流域治水協議会
100 九州 遠賀川水系 100 遠賀川水系流域治水協議会
101 九州 山国川水系 101 山国川圏水系流域治水協議会
102 九州 大分川水系

102 大分川・大野川水系流域治水協議会
103 九州 大野川水系
104 九州 番匠川水系 103 番匠川水系流域治水協議会
105 九州 五ヶ瀬川水系 104 五ヶ瀬川水系流域治水協議会
106 九州 大淀川水系 105 大淀川水系流域治水協議会
107 九州 小丸川水系 106 小丸川水系流域治水協議会
108 九州 肝属川水系 107 肝属川水系流域治水協議会
109 九州 川内川水系 108 川内川水系流域治水協議会
110 九州 球磨川水系 109 球磨川流域治水協議会
111 九州 緑川水系

110 白川・緑川水系流域治水協議会
112 九州 白川水系
113 九州 菊池川水系 111 菊池川流域治水協議会
114 九州 矢部川水系 112 矢部川流域治水協議会
115 九州 筑後川水系 113 筑後川流域治水協議会
116 九州 嘉瀬川水系 114 嘉瀬川水系流域治水協議会
117 九州 六角川水系 115 六角川水系流域治水協議会
118 九州 本明川水系 116 本明川水系流域治水協議会
119 九州 松浦川水系 117 松浦川水系流域治水協議会
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青 木 　 義 男 日本大学理工学部精密機械工学科特任教授

赤 松 佳 珠 子 法政大学デザイン工学部建築学科教授、
（株）シーラカンスアンドアソシエイツ代表取締役

朝 倉 　 康 夫 東京工業大学名誉教授、神戸大学名誉教授
石 田 　 東 生 筑波大学名誉教授
伊 藤 　 聡 子 フリーキャスター、事業創造大学院大学客員教授
大 串 　 葉 子 同志社大学大学院ビジネス研究科教授
大 久 保 恭 子 （株）風 代表取締役
大 月 　 敏 雄 東京大学大学院工学系研究科教授
大 橋 真 由 美 上智大学法学部法律学科教授
大 橋 　 洋 一 学習院大学法科大学院教授
小 澤 　 一 雅 政策研究大学院大学教授
楓 　 　 千 里 國學院大學観光まちづくり学部教授
木 場 　 弘 子 フリーキャスター、千葉大学客員教授
小 池 　 淳 司 神戸大学大学院工学研究科教授
小 林 　 潔 司 京都大学経営管理大学院特任教授
清 水 　 義 彦 群馬大学大学院理工学府教授
髙 村 ゆ か り 東京大学未来ビジョン研究センター教授
田 辺 　 新 一 早稲田大学創造理工学部建築学科教授
谷 口 　 綾 子 筑波大学システム情報系教授
谷 口 　 　 守 筑波大学システム情報系社会工学域教授
中 北 　 英 一 京都大学副理事、京都大学防災研究所所長・教授
中 城 　 康 彦 明海大学不動産学部教授
中 埜 　 良 昭 東京大学生産技術研究所教授
根 本 　 敏 則 敬愛大学経済学部教授
野 口 貴 公 美 一橋大学副学長、一橋大学大学院法学研究科教授
野 澤 　 千 絵 明治大学政治経済学部教授
松 尾 　 　 弘 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

◎ 安 永 　 竜 夫 （一社）日本経済団体連合会審議員会副議長、
三井物産（株）代表取締役会長

横 張 　 　 真 東京大学総括プロジェクト機構特任教授
吉 原 　 祥 子 （公財）東京財団政策研究所政策研究部マネージャー

◎会長

参　考
社会資本整備審議会委員名簿等
（1）社会資本整備審議会委員� （50音順、敬称略）
� 令和 7年 3月 13日現在 秋 田 　 典 子 千葉大学大学院園芸学研究院教授

石 田 　 東 生 筑波大学名誉教授
伊 藤 　 聡 子 キャスター、事業創造大学院大学客員教授
有 働 　 恵 子 東北大学大学院工学研究科教授
沖 　 　 大 幹 東京大学大学院工学系研究科教授
楓 　 　 千 里 國學院大學観光まちづくり学部教授
小 林 　 潔 司 京都大学名誉教授
佐 々 木 恭 子 （株）フジテレビジョン編成局アナウンス室 部長
佐 藤 　 愼 司 高知工科大学システム工学群教授

清 水 　 義 彦 （国研）土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター
研究・研修指導監

髙 村 　 典 子 長野県諏訪湖環境研究センター センター長
田 中 　 里 沙 学校法人先端教育機構事業構想大学院大学学長
立 川 　 康 人 京都大学大学院工学研究科教授
戸 田 　 祐 嗣 名古屋大学大学院工学研究科教授

◎ 中 北 　 英 一 京都大学総長特別補佐 名誉教授
中 埜 　 良 昭 東京大学生産技術研究所教授
中 村 　 太 士 北海道大学名誉教授
野 口 貴 公 美 一橋大学大学院法学研究科教授
山 本 佳 世 子 電気通信大学大学院情報理工学研究科教授

◎分科会長

（2）河川分科会委員� 令和 7年 4月 1日現在
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事項 期間 趣旨 備考

水防月間

5月1日〜5月31日
（北海道を除く）
6月1日〜6月30日
（北海道）

国民に水防の重要性と水防に関する基本
的考え方の普及の徹底を図り、水防に対
する国民の理解を深め、広く協力を求め
ることにより、水害の未然防止又は軽減
に資することを目的とする。

土砂災害防止月間 6月1日〜6月30日

我が国の土砂災害による人命、財産の被
害の現状をかんがみ、土砂災害に関する
防災知識の普及、警戒避難体制整備の促
進等の運動を強力に推進することにより、
土砂災害の防止に対する国民の理解と関
心を深め、土砂災害による人命、財産の
被害の防止及び軽減に資することを目的
とする。

がけ崩れ防災週間 6月1日〜6月7日

土砂災害防止月間中の6月1日から6月7日
までの一週間をがけ崩れ防災週間とし、
がけ崩れ災害の防止に重点を置いて関係
する行事及び活動を実施する。

水道週間 6月1日〜6月7日

6月1日から7日の「水道週間」では、各自
治体や協力団体などが水道の現状や課題
について広く国民の理解を深め、今後の
取組について協力を得るための催しを実
施する。

川の日 7月7日

近年、都市の発展、治水事業の発展など
を契機に、希薄化した人と河川との関係
を見直し、河川に対する人々の関心を取
り戻すこと、及び地域の良好な環境づく
りなどについて流域の住民・自治体が一
緒になって考え、取り組むといった地域
の活動を支援することを目的とする。

河川愛護月間 7月1日〜7月31日

身近な自然空間である河川への国民の関
心の高まりに応えるため、地域住民、市
民団体と関係行政機関等のよる流域全体
の良好な河川環境の保全・再生への取り
組みを積極的に推進するとともに、国民
の河川愛護意識を醸成することを目的と
する。

水管理・国土保全局の各種月間等

事項 期間 趣旨 備考

海岸愛護月間 7月1日〜7月31日

国民の共通財産である海岸を貴重な生活
空間として良好な状態に保つため、海岸
の持つ重要な役割について国民の理解と
関心を深めるとともに、海岸を安全に利
用し、管理する運動を盛り上げ、快適で
うるおいのある海岸環境を積極的に創出
し、海岸愛護思想の普及と啓発を図るこ
とを目的とする。

河川水難事故防止
週間 7月1日〜7月7日

多発する河川水難事故を受け、出前講座
の集中的な実施等による河川水難事故防
止に関する啓発活動を行う等により、河
川利用者に対して川を利用する際の安全
意識の向上を図ることを目的とする。

森と湖に親しむ
旬間 7月21日〜7月31日

国民に森林や湖に親しんでいただくこと
で、心と体をリフレッシュしながら、森
林やダム等の重要性について理解を深め
ていただくことを目的とする。

水の日
水の週間

8月1日
8月1日〜8月7日

国民の間に広く健全な水循環の重要性に
ついての理解と関心を深めるようにする
ことを目的とする。

下水道の日 9月10日

下水道の意義及び重要性を国民に普及、
啓発するための各種行事を全国的に展開
し、下水道について国民の理解と協力を
得ることを目的とする。

雪崩防災週間 12月1日〜12月7日

我が国は、国土の半分以上が豪雪地帯と
して指定されており、積雪山間部の住民
にとって雪崩は大きな脅威であり、毎年
のように雪崩災害による被害が発生して
いる。このような状況にかんがみ、関係
住民、スキー場利用者及び冬期登山者等
を対象とした雪崩災害に対する国民の理
解と関心を深め、雪崩災害による人命・
財産の被害防止に資することを目的とする。
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（4）　地すべり防止工事
　①　地すべり対策工法の模式図

　②　地すべり対策工法の種類
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（6）　急　傾　斜　地
　①　指定対象区域

　②　急傾斜地崩壊防止工事図

急傾斜地崩壊危険区域
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3）がけ崩れにより危害が生ずる恐れのある人家が5戸以上あるもの｡
又は5戸未満であっても官公署，学校，病院，旅館等に危害が
生ずるおそれのあるもの。

⑺　雪崩防止工法
雪崩防止工法模式図
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